
１　総　括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

 (2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。

      ２　職員数は、平成２４年４月１日現在の人数である。

 (3) 特記事項

（給与減額の状況)

Ｂ／Ａ　 ２３年度の人件費率Ｂ　

　　　　　計　　　Ｂ

給 与 費

給　　　 料

区　分 住民基本台帳人口

　　　　　（２４年度末）

泊村の給与・定員管理等について

実質収支歳 出 額

Ａ　

区　分

６１人

　　　　　　Ａ

職員数

２４年度 ２１６，６５３千円

１，８３６人　 １２０，０６２千円２４年度

職員手当 期末・勤勉手当

５，７２６，５２５千円

（参考）人 件 費 率

１６．９％６５１，３８０千円 １１．４

人　件　費

(参考） 類似団体

一人当たり給与費

５，３３０千円５，４０１千円

一人当たり給与費

　　　　　　　　Ｂ／Ａ　　

３２，３３３千円 ８０，５３４千円 ３２９，５２０千円

国の要請等を踏まえた
減額措置の取組

減額実施期間又は減額を実施していない場合はその理由

なし

当村の過去10年間（H14～H23）のラスパイレス指数を見ると、（最低値）H19の96.3～（最高値）H
14,15,17の98.9の間で推移している。独自削減は実施していないものの、人員削減（退職者不補充）等の
人件費抑制に取り組んできており、この度、国が給与削減措置を行った事により、平成24年度単年でラス
パイレス指数が国を上回ったからといって、直ちに給与削減に踏みきるべきものとは考えていない。ま
た、国の要請に伴う給与減額措置を実施しなくても、行政サービスを低下させることなく、地域住民への
不利益は特にないと考える。むしろ給与削減による消費購買力の低下等、地元経済への影響が懸念され
る。以上を総合判断し今回の減額措置を見送る事とした。

抑制済又は減額措置の内容
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 (4) ラスパイレス指数の状況 （各年４月１日現在）

    （注）１  ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。

　　　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

　　　　　　

 (5) 給与改定の状況

①月例給

（注）「民間給与」、「公務員給与」は、人事院勧告において公民の４月分の給与額をラスパイレス比較した平均給与月額である。

②特別給

（注）「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員の支給月数」は期末手当

及び勤勉手当の年間支給月数である。

公務員給与 較　差

Ａ　

区　分

人 事 委 員 会 の 勧 告

２５年度

民間給与区　分

人 事 委 員 会 の 勧 告

３．９５月

（改定率）

（改定月数）

給与改定率

３．９５月

勧　告

（参考）

国の改定率

年間支給月数

Ｂ　

国の年間支給月数

Ａ－Ｂ

（参考）

民間の支給割合 公務員の支給月数 較　差 勧　告

２５年度

Ａ　 Ｂ　

Ａ－Ｂ

96.5 

92.6 

94.2 

104.2 

100.7 

103.2 

96.1 

93.1 

95.4 

90 

95 

100 

105 

泊村 類似団体平均 全国町村平均 

(H25.4.1) (H25.4.1) 

(H25.4.1) 

(H20.4.1) 

(H20.4.1) 

(H20.4.1) 

(H25.4.1) 

参考値 

(H25.4.1) 

参考値 

(Ｈ25.4.1) 

参考値 

－　2　－



２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況 （２５年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

 (2) 職員の初任給の状況 （２５年４月１日現在）

（注）　国家公務員欄における括弧書きは、給与改定・臨時特例法による給与減額措置がないとした場合の値(減額前)である。

 (3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況 （２５年４月１日現在）

３２６，０００円－高　校　卒

北　　海　　道

１７２，２００ 円

１４０，１００ 円

１６５，３１２ 円

３３２，４４６ 円　

３０３，７２４ 円　

４０５，４６３ 円　

神　恵　内　村

１６３，９８７(１７２，２００) 円

１３４，４９６ 円

３４９，８０４ 円　

区　　　         分

大　学　卒

高　校　卒

　公務員と同じベースで再計算したものである。　　

北海道 ４５．４ 歳

一般行政職

国

３９６，５５０ 円　

３３０，４８６ 円　

２７８，５００ 円 ３０６，５００円 ３３０，０００円

経験年数１５年～２０年未満 経験年数２０年～２５年未満　　　経験年数１０年～１５年未満

１３３，４１８(１４０，１００) 円

平均給与月額

３４４，８７６ 円　

平均給与月額
（国ベース）

３４５，５９７ 円　３０９，５３８ 円　

３３０，７３６ 円　 ３７４，７１５ 円　

泊村 ４０．８ 歳

区 分 平 均 年 齢 平均給料月額

区　　　　　分

     ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、　　　　　 

国

類似団体

４３．１ 歳

(注) １　「平均給料月額」とは、２５年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

４２．４ 歳

－

　　　地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。

　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家

一般行政職
－

大　学　卒
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３　一般行政職の級別職員数等の状況

　 (1) 一般行政職の級別職員数の状況 （２５年４月１日現在）

（注）１　泊村の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

６　　人

２２　　人 ４８．９　％

１３．３　％

　６．７　％

８．９　％４　　人

主　事２　　級

３　　級

３　　人

１　　級

主　任

主　事 ・ 主事補

６．７　％

４　　級

７　  人６　　級

係　長 ・課長補佐

３　　人主　幹・ 課　長５　　級

１５．６　％課　長 ・ 部　長 ４２２，６００円３２０，６００円

標準的な職務内容区　　分 職員数

２８９，２００円

１３５，６００円 ２４３，７００円

１８５，８００円 ３０７，８００円

２２２，９００円 ３５４，７００円

構成比
１号給の
給料月額

最高号給の
給料月額

２６１，９００円 ３８８，３００円

４００，６００円

13.3% 12.3% 

0.0% 

6.7% 9.8% 

8.9% 

8.9% 
13.7% 

22.2% 

48.9% 43.1% 35.6% 

6.7% 3.9% 

15.6% 

15.6% 15.7% 17.8% 

0% 

10% 

20% 

30% 

40% 

50% 

60% 

70% 

80% 

90% 

100% 

平成２５年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比 

６級 ６級 

５級 

６級 

５級 ５級 

４級 
４級 ４級 

３級 

３級 ３級 

２級 ２級 

２級 

１級 

１級 １級 
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(2) 昇給への勤務成績の反映状況

４　職員の手当の状況

　 (1) 期末手当・勤勉手当

（注）　(  )　内は、再任用職員に係る支給割合である。

【参考】 勤勉手当への勤務成績の反映状況（一般行政職）

　(2) 退職手当 （２５年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　　　勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　　　勧奨・定年

 勤続２０年 月分 月分  勤続２０年 月分 月分

 勤続２５年 月分 月分  勤続２５年 月分 月分

 勤続３５年 月分 月分  勤続３５年 月分 月分

 最高限度額 月分 月分  最高限度額 月分 月分

 その他の加算措置  その他の加算措置

　　定年前早期退職特例措置　（2％～20％加算） 　　定年前早期退職特例措置　（2％～20％加算）

千円

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２２年度に退職した職員に支給された平均額である。

　　　

自己都合

55.86

勧奨・定年 勧奨・定年

32.83

・役職加算　5～20%　・管理職加算　10～25%

自己都合

泊　　村 国

（加算措置の状況）

・役職加算　5～20%　・管理職加算　10～25%

 職制上の段階、職務の級等による加算措置

（加算措置の状況）

・役職加算　5～15%

 職制上の段階、職務の級等による加算措置

（加算措置の状況）

（０．６５）月分

２．６０ 月分

１，２７９千円

　・未反映

 １人当たり平均支給額（２４年度）

１．３５ 月分

（１．４５）月分

期末手当

２．６０ 月分 ２．６０ 月分１．３５ 月分

期末手当

 １人当たり平均支給額（２４年度）

１，５５２ 千円

（２４年度支給割合）

国

（２４年度支給割合）

勤勉手当

泊　村

－

23.03

32.83

55.8646.55

55.8655.86

　１人当たり平均支給額　　　　 22,578

55.86

 職制上の段階、職務の級等による加算措置

（０．６５）月分（１．４５）月分

（２４年度支給割合）

勤勉手当期末手当

55.86

１．３５ 月分

北　　海　　道

23.03

（０．６５）月分

　・未反映

勤勉手当

46.55

（１．４５）月分

28.7875

38.955

28.7875

38.955
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　 (3) 特殊勤務手当 （２５年４月１日現在）

千円

　円

　％

　 (4) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

　(5) その他の手当 （２５年４月１日現在）

円

円

円

潜水業務 全職員 潜水業務に従事した者 日額 1,000円

野犬掃討業務 全職員 野犬掃討業務に従事した者 日額 1,000円

駆蜂業務 駆蜂業務に従事した者 日額 1,000円

職員全体に占める手当支給職員の割合（２４年度）

支給実績（２３年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（２３年度決算）

手　当　名

住 居 手 当

同

－

国の制度
との異同

０

左記職員に対する支給単価主な支給対象業務

０

手当の種類（手当数）

手当の名称

１１３

３，８４６

千円１，３６６

日額 1,000円

日額 1,000円

７

伝染病防疫業務に従事した者

支給実績
（２４年度決算）

千円５，９２２

（２４年度決算）

千円

滞納処分業務に従事した者

１６１，０００同

－ １２９，０００

・家賃の額が１２，０００円を超える場合
　　２３，０００円までは差額全額
　　２３，０００円を超える場合は、超える額の
　　1/2を加算（限度額２７，０００円）

・通勤距離が片道２ｋｍ以上の職員
　　月額支給限度額　　５５，０００円
　　自家用車を使用の場合　通勤距離に
　　応じて　２，０００円～２４，５００円

支給実績（２４年度決算）

アライグマ駆除業務に従事した者

全職員

日額 1,000円

全職員

・配偶者　１３，０００円
・配偶者以外の扶養親族　１人　６，５００円

内容及び支給単価
国の制度と
異なる内容

支給職員１人当たり
平均支給年額

４，９００－

旅行死亡人収容業務

全職員

アライグマ駆除業務

旅行死亡人の死体処理業務に従
事した者

日額 1,000円

０

１，３２４

４４

３，５４０

支給実績（２４年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（２４年度決算）

同

支給職員１人当たり平均支給年額（２４年度決算）

扶 養 手 当

税滞納処分業務

伝染病防疫業務

滞納処分係職員

全職員

主な支給対象職員

通 勤 手 当
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６　特別職の報酬等の状況 （２５年４月１日現在）

円 円／ 円

円

円 円／ 円

円

円 円／ 円

円 円／ 円

円

円 円／ 円

円

円 円／ 円

円

月分 ＊支給月分に１５％加算

月分

＊支給月分に１５％加算

　　（算定方式） （１期の手当額） 　（支給時期）

　給料月額×在職期間（４年）×４６６／１００×１１０／１００  　１３，３２８千円 任期ごとに支給

　給料月額×在職期間（４年）×２９４／１００×１１０／１００ 　 　７，４３８千円 任期ごとに支給

（注）１　給料及び報酬の（　　）内は、減額措置を行う前の金額である。

　　　２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）勤めた場合

　における退職手当の見込み額である。

７　職員数の状況

(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由
（平成２５年４月１日現在）

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

３．９５

０

０

職員の配置調整による増

主 な 増 減 理 由

1

給
　
料

報
　
酬

区 分

２０９，０００

小 計

4

1

7

52

教 育 7

村 長

議 長

村 長

７０５，０００副 村 長

職員の配置調整による増

職員の配置調整による増

議 員

副 議 長

退
職
手
当

備 考

12

０

０

1

6

6

1

0

1

1

－

１１５，０００

0

20

3

1

０

53

-

3

職員の配置調整による増

（参考） 類似団体における最高／最低額

1

平成２５年

３８５，０００

６５０，０００

給 料 月 額 等

収 入 役

１７０，０００

議 長

議 員

副 議 長

２６３，０００ １４０，０００３９５，０００

一
般
行
政
部
門

商 工

2

期
末
手
当

副 村 長

農 林 水 産

３．９５

村 長

-

副 村 長

３１０，０００

平成２４年

対前年
増減数

０

　　　　　　　　区　　分

　部　　門
2議 会

総 務 企 画

民 生

税 務

2

土 木 3

1

18

16

小 計

△9

9

△1

7

12衛 生 3

そ の 他

小 計

[          ］

60
合　　計

公
営
企
業

会
計
等
部
門

水 道

[          ］

60

[         ］

1

特
別

行
政
部

門

職員の配置調整による増

５７５，０００

２９０，０００

2

職 員 数

２３０，４００

職員の配置調整による減

８４０，０００

１００，０００

職員の配置調整による増

職員の配置調整による増
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(2) 年齢別職員構成の状況 （２５年４月１日現在）

　

(3)職員数の推移

（注）　１　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

　　　　２　合併した団体にあっては、合併前の年については合併前の旧団体の合計職員数。

～

52歳

0

48歳

47歳

人人

56歳44歳 60歳20歳 20歳

～

43歳

36歳

～

32歳

～ ～

79

未満 23歳

24歳

51歳35歳

～ ～

18

人人

～

計

60

人

55歳 59歳 以上

19

6

平成２１年

普通会計　計

職員数

過去５年間
の増減数（率）

5（9.6％）

59 5（8.5％）

▲23（33.3％）

75 75 61 ▲18（▲29.5％）

区　分

27歳 31歳

28歳

25 16 2

80

-

- -

- - -

一般行政

- -

警察

15

59

78

7 12 4

52

人 人

3

～

人

39歳

～

7

人

平成２５年

0

- - - - -

67 78

-

63

平成２４年

53

消防

公営企業等会計　計

総合計

　　　　　　　　　　　　　　　年度

　　部門別

教育

平成２２年 平成２３年

6

人

54 56

7

人

62

7

4

人

0

40歳

（単位：人・％）

人

5 6

47 48 55 56

平成２０年
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18 

20 構成比 

５年前の構成

比 

% 
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